
46 
 

【外郭施設】

　注：船だまりにおける施設は除く

型　　式

－

備　考

－

延長名　　称

該当なし

1.沿革と概要 

 金武湾港は、沖縄本島中部の東海岸に位置し、北の宜 

野座村漢那から南の勝連半島まで 1市 1町 1村にまたが 

るおおよそ 19,400ha の広大な海域を有する湾港であり、

港口部から湾奥部まで適度な水深があることなどから

大型港湾として注目されてきた。 

 特に、屋慶名地区は周辺離島への連絡基地港及び漁港 

として古くから利用され、また、戦前は水深が深いこと 

から軍港としても利用されていた。 

 昭和 40 年代に入ると、ガルフ・アジア・ターミナル 

(現在の沖縄ターミナル)が平安座島へ CTS(石油貯蔵基

地)の建設、ガルフ石油(現在の沖縄出光 (株))が精油所

の建設を開始し、昭和 48年には沖縄石油基地(株)が平

安座島・宮城島間を埋立て CTSの建設を開始した。また､

石川の赤崎地区にも三菱鉱業セメント(現在の宇部三菱

セメント)、 沖縄電力等が立地し、大型港湾としての発

展の期待が高まった。 

 沖縄の本土復帰とともに、琉球政府から沖縄県に移管 

され、その後の石油企業の稼働等により飛躍的に港湾取 

扱貨物量が増大することになったことから、昭和 49年

4 月には中部開発の拠点として重要港湾に指定された。 

 その後の金武湾港の港湾整備は、各港湾計画の整備目 

標に従い、赤崎地区、天願地区及び金武地区へ石炭火力 

発電所等が立地し、現在は、平安座南地区において航路

の整備が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.港湾施設の現況 

 金武湾港の港湾施設の概要は、以下のとおりである。 

 

 

【係留施設】

資料：沖縄県土木建築部　中部土木事務所　平成28年事業概要、他

20G/T

天　願
物揚場 2.0m 150m 〃

船揚場

240m 〃石　川

船揚場 60m

物揚場 3.0m 165m 10G/T

物揚場 2.5m

物揚場 2.5m 600m 10G/T平安座南
平安座西 船揚場 100m

金　武
船揚場 80m

物揚場 2.5m 495m 10G/T

浮桟橋  1基

物揚場 2.5m 50m 30G/T

150m

地区名 名称 水深 バース数 延長

浮桟橋

対象船舶

物揚場 2.5m 305m 10G/T

30G/T

1基

屋慶名 船揚場 150m

比　嘉 物揚場 2.0m 30m

物揚場 2.5m 60m

100G/T

船揚場 40m

物揚場 2.0m 85m 30G/T
浜

物揚場 3.0m 40m

50m
並　里

物揚場 2.0m 50m 3G/T

船揚場

船揚場

屋　嘉 船揚場 50m

80m
伊　計

物揚場 2.0m 50m 30G/T

50m伊　芸

宮　城 物揚場 2.0m 30m 30G/T

船揚場

【係留施設】 ※修正箇所赤字表記されて

資料：平成29年度 土木建築部要覧

地区名 名称 水深 バース数 延長 対象船舶

屋慶名

物揚場 2.5m  55m

2.5m  96m

2.5m 106m

2.5m  50m

船揚場 150m

浮桟橋  1基

比　嘉

物揚場 2.5m  60m

2.0m  30m 30G/T

船揚場  40m

浜
物揚場 3.0m  65m

2.0m  85m 30G/T

並　里

物揚場 2.0m  50m

船揚場  60m

桟　橋  1基

伊　芸 船揚場  50m

屋　嘉 船揚場  50m

伊　計

物揚場 2.0m  50m 30G/T

船揚場  30m

 24m

 70m

宮　城 物揚場 2.0m  30m

天　願

物揚場 2.5m  50m

2.0m 100m

2.0m  50m

船揚場 100m

 50m

浮桟橋  1基

金　武

物揚場 2.5m 110m

2.5m 230m

210m

2.5m 155m

船揚場  89m

平安座南

物揚場 2.5m 220m

2.5m

石　川

物揚場 3.0m 165m

2.5m 190m

〃

船揚場 100m

船揚場  60m

10G/T

物揚場 2.5m 240m
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3.港湾利用の現況 

①港湾取扱貨物量等 

  金武湾港の港湾取扱貨物量は、平成 22年以降増加傾

向となっている。 

  貨物量のほとんどが本港に立地する CTS 等が取り扱

う専用貨物であり、その鉱産品(原油)や化学工業品(石

油製品等)の動向に左右されている。 

  平成 28年の港湾取扱貨物量は約 606万トン、その内

訳は輸移出約 131万トン、輸移入約 475万トンである。 

  品目別では、鉱産品及び化学工業品がほとんどを占

めている。 

 入港船舶隻数は、平成 27年、28年と増加傾向が見ら

れ、平成 28 年の入港船舶隻数の実績は約 8百隻となっ

ている。 

 

②定期旅客航路 

  平成 5 年までは、本港と津堅島間を定期航路が就航

していたが、現在、定期航路は存在していない。 

【専用】

ドルフィン244m

ドルフィン

   1,000D/W

ナカンヌ興業(株)  6.5m 150m   3,000D/W

電源開発(株)

 50m     500D/W

 60,000D/W

沖縄電力(株) 14.0m ドルフィン285m  60,000D/W

 5.0m

140m

天　願
具志川火力発電所  5.0m 100m

 5.0m

ドルフィン570m

    500D/W

30.0m ドルフィン570m 300,000D/W

 6.5m

ドルフィン238m

  3,000D/W

 6.5m 128m   3,000D/W

沖縄石油基地(株) 32.0m

300m  70,000D/W

500,000D/W

11.5m ドルフィン238m  20,000D/W

10.0m

150,000D/W

 2.0m  87m

 10,000D/W

     50G/T

沖縄石油(株) 15.5m ドルフィン

沖縄ターミナル(株) 31.0m ドルフィン525m 500,000D/W

平安座北

29.0m ドルフィン525m

  3,000D/W

石川石炭火力発電所 2.0m ドルフィン 76m      60G/T

11.0m 225m

沖縄電力(株)  8.0m ドルフィン 40m   6,000D/W

赤　崎

宇部三菱セメント(株)  6.5m ドルフィン 45m

285m  60,000D/W
金　武

金武火力発電所  5.0m  80m     850D/W

地区名 企業名 水深 構造形式延長 対象船舶

沖縄電力(株) 14.0m ドルフィン

前回の修正指示以降にデータの

修正があったため、別添「最新版

(重要港湾貨物量グラフ）140～
144_港湾別統計資料)」に差し替

え願います。 

金武湾港

港湾取扱貨物量の推移(金武湾港)
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軽工業品 雑工業品 特殊品 分類不能 フェリー

金武湾港

入港船舶隻数の推移(金武湾港)
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4.港湾計画	

＜港湾計画の経緯＞	

昭和52年	8月		新						規	(第79回計画部会)	
	

昭和55年10月	 軽易な変更	
(並里、伊芸、屋嘉、天願、屋慶名、伊計、浜、比嘉地区)	

昭和56年	6月		一 部 変 更	(第93回計画部会)	
(石川地区)	

昭和58年	3月	 改	 	 	 訂	(第101回計画部会)	
	

昭和60年11月	 軽易な変更	
(金武、伊芸、赤崎、天願、屋慶名、平安座西地区)	

平成	2年	6月	 改	 	 	 訂	(第131回計画部会)	
	

平成	5年	2月	 軽易な変更	
(屋慶名、平安座南地区)	

	

＜平成2年6月	改	訂＞	

(港湾計画の方針)	

	①沖縄本島における電力需要の増大に対応するため、	

			天願地区において、電力供給用のエネルギー基地	

			の整備を図る。	

	②増加する漁船等を適切に収容するとともに、港湾	

			における快適な環境の創造を図るため、金武地区、	

			石川地区、平安座南地区、比嘉地区等において、	

			小型船だまり及び緑地を整備する。	

	

＜平成8年8月	一部変更＞	

(港湾計画の方針)	

	①電力の安定供給を目的とした、石炭火力発電所の	

			立地に伴い、金武地区において、専用ふ頭計画、	

			航路計画等を追加し、土地造成及び土地利用計画	

			を変更する。	

	

＜施設計画の概要＞	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

		

	

	

			

平成	8年	3月		軽易な変更	
(屋慶名、浜地区)	

平成	8年	8月		一 部 変 更	(第159回計画部会)	
(金武地区)	

平成10年	1月		軽易な変更	
(金武地区)	

平成12年	3月		軽易な変更	
(東恩納、屋慶名地区)	

平成14年	9月		軽易な変更	
(天願地区)	

平成16年	5月		軽易な変更	
(屋慶名、平安座南地区)	

平成19年	3月		軽易な変更	
(屋慶名地区)	

	
	

	

	

③周辺住民の海洋性レクリエーション需要に対応す	

		るため、天願地区において、海浜を整備する。	

	

	

	

	

	

1B			 370m			

100m			 	ふ頭用地 3ha		

1B			 60m			

80m			 1ha		

幅員350m			 500m			

	物揚場(-2.5m) 350m			 3ha		

4ha		 1ha		

600m			 1ha

6ha		 61ha (31ha)

	防波堤 300m			 38ha (12ha)

	防波堤(波除) 130m			 1ha 数。

	航路(平安座第1航路)(-3.0m) 1ha

幅員30m			 63ha

	泊地(-1.0m) 1ha		 16ha (35ha)

	泊地(-1.5m) 1ha		 9ha (	9ha)

	泊地(-2.0m) 1ha		 38ha (23ha)

	泊地(-2.5m) 1ha		 6ha (	3ha)

	防波堤 幅員30m			 1ha (	1ha)

	小型さん橋 1基		 11ha (	9ha)

	泊地(-3.0m) 416ha

	泊地(-2.5m) 1ha

3ha (	2ha)

幅員30～45m			 2ha (	1ha)

2ha (	2ha)

幅員30m			 670ha (128ha)

	物揚場(-2.5m) 289m			

	船揚場 150m			 18ha

	小型桟橋 1基		

	埠頭用地 1ha			

施設計画 地区名 施設内容 備　　考 施設計画 地区名

専用ふ頭計画 天　　願 	(-14.0m)ドルフィン 	60,000D/W級

土地造成及び 並　　里

	(	-5.0m)水際線延長 				850D/W級

金　　武

比　　嘉

施設内容 備　　考

	ふ頭用地等 (		)は土地造

施設計画 平安座南

伊　　芸 	ふ頭用地等

	工業用地等

	(	-5.0m)水際線延長 		1,000D/W級

土地利用計画

〃

	ふ頭用地

屋　　嘉

	ふ頭用地等 成を伴う土地

石　　川

	ふ頭用地等

金　　武 	60,000D/W級

赤　　崎 	ふ頭用地等

	ふ頭用地

屋	慶	名 	埠頭用地等

	ふ頭用地等

天　　願 	工業用地等

平安座南 	物揚場(-2.5m)

平安座南

平安座西

	ふ頭用地等

	ふ頭用地

平安座北 	工業用地

伊　　計 	ふ頭用地等

宮　　城

合　　計

	ふ頭用地等

比　　嘉 	ふ頭用地等

	都市機能用地

・活用計画 ・活用用地

廃棄物処理 金　　武 	廃棄物処理

浜

	ふ頭用地等

屋	慶	名

	航路(屋慶名航路)(-3.0m)

	航路(屋慶名第2航路)(-3.0m)

	航路(-15.0m)

天　　願

小型船だまり計画 金　　武

(うち270m既設)

(うち	40m既設)

	(-14.0m)ドルフィン

(うち239m既設)

	緑地

東	恩	納

石　　川 	物揚場(-2.5m)

利用計画で内

港湾環境整備 天　　願 	海浜

	ふ頭用地

	緑地

比　　嘉 	物揚場(-2.5m)

小型船だまり計画
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目標年次	平成 12 年	

 
目標年次　平成12年
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並 里 地 区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 3 月 

金 武 地  区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 3 月 
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伊 芸 地 区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 4 月 

屋 嘉 地  区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 4 月 
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赤 崎 地 区 

平成 15 年 6 月 

昭和 63 年度 

石川地区・東恩納地

区 

 

平成 15 年 6 月 

昭和 63 年度 
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天 願 地 区 

平成 20 年 8 月 

昭和 56 年 4 月 

屋 慶 名 地 区 

昭和 56 年 2 月 

平成 28 年 10 月 
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平安座西地区 

平成 15 年 6 月 

昭和 63 年度 

平安座南地区 

昭和 56 年 3 月 

平成 21 年 5 月 
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宮 城 地 区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 3 月 

伊 計 地 区 

昭和 56 年 3 月 

平成 15 年 6 月 

55



56 

 

	

	

	

			

	
浜 地 区 

平成 15 年 6 月 

昭和 56 年 3 月 

比 嘉 地 区 

昭和 47 年 11 月 

平成 15 年 6 月 
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主要立地企業	

	

	

■電源開発(株)石川石炭火力発電所(赤崎地区)	

■沖縄電力(株)石川火力発電所(赤崎地区)	

	 	 	
	

	

	

	

	

	 	 ■沖縄電力(株)金武火力発電所(金武地区)	

	

	 	 	
	

	

	

	

	

	 	 ■沖縄石油基地(株)(平安座北地区)	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

■沖縄電力(株)具志川火力発電所(天願地区)	

	

	
	

	

	

	

	

■沖縄ターミナル(平安座北地区)	
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1.沿革と概要 

中城湾港は、沖縄本島中部の東海岸に位置し、北の勝 

連半島から南の知念半島まで､3市2町2村にまたがるおよ

そ24,000haの広大な海域を有する港湾である。 

 古くは､沖縄本島中北部との間に山原船(やんばるせん)

が運航し、泡瀬や与那原、馬天を中心として交易の拠点

として利用されていた。 

  昭和40年代に入ると、東洋石油、エッソスタンダード 

石油(現在の南西石油(株))等が進出し、大規模な石油基 

地の整備が進められ、大型港湾としての発展の期待が高 

まった。 

  沖縄の本土復帰とともに、琉球政府から沖縄県に移管 

され、その後大型港湾の適地としての開発計画が検討さ 

れ、昭和49年4月には重要港湾に指定された。 

  昭和55年7月には､中城湾港開発基本計画を策定し、沖 

縄振興開発計画に掲げる沖縄経済の自立的発展を図るた

めの拠点として、流通加工港湾の整備が位置づけられ、 

これを踏まえ昭和56年3月に港湾計画の改定が行われ 

その後、平成2年8月には、流通加工港湾としての整備 

を引き続き推進するとともに、地域住民の海洋性レクリ

エーション活動の場や新たな市街地の整備等の多様な

要請に対応するため、新港地区開発の見直し、マリン

タウンプロジェクト計画等を含む港湾計画の改訂が行

われた。 

 また、平成7年11月には､本島中部圏の活性化、観光リ

ゾート振興のための戦略的な国際交流リゾートの拠点と

して泡瀬地区開発計画が港湾計画に位置づけられた。 

 平成11年には､新港地区の工業用地、約122haが特別自由

貿易地域に指定され、港湾機能を活用した新たな産業と

雇用の場の創出が図られることとなった。（平成26年6月

には、国際物流産業集積地域として約193haに拡大） 

 現在は､新港地区、泡瀬地区及び馬天地区、津堅地区、

仲伊保地区等の整備を推進しているところである。 

 

2.港湾施設の現況 

 中城湾港の港湾施設の概要は、以下のとおりである。 

 

 

【外郭施設】

　注：船だまりにおける施設は除く

  800m

延長名　　称

新港防波堤西

新港防波堤東 1,000m
〃

(　　 　〃　 　　)

型　　式

消波ブロック被覆堤
(ケーソン・方塊式)

備　考

【係留施設】

　  10G/T

岸　壁 13.0m 1B 260m 40,000D/W

船揚場 110m

浮桟橋 1基 　  20G/T

 2,000D/W

岸　壁 10.0m

安座真
物揚場  2.0m  50m 　  30G/T

船揚場  50m

物揚場  2.5m  70m 　  50G/T

物揚場  2.0m 100m 　   5G/T
仲伊保

船揚場  50m

    30G/T

船揚場  75m

馬　天
物揚場  3.0m 170m    100G/T

物揚場  2.0m 100m

浮桟橋 1基 　  20G/T

岸　壁  4.5m 1B  60m 　 500D/W

　   5G/T

船揚場  50m

物揚場  3.0m 100m    100G/T

津　堅
物揚場  2.5m 180m

地区名 名称 水深 バース数 延長 対象船舶

185m 12,000D/W

　  20G/T

物揚場  4.0m 300m 　 100G/T

岸　壁  7.5m

熱　田 物揚場  2.0m 250m 　   5G/T

物揚場  2.5m  50m

　  30G/T

船揚場 100m

船揚場  50m
アギ浜

物揚場  2.5m 100m

西　原
与那原

物揚場  3.0m 110m

2B 260m新　港

岸　壁  5.5m

物揚場  2.5m 140m 　   5G/T

 5,000D/W

3B 270m

1B 

別添エクセルを参考に修正してくださ

い。 

【係留施設】 ※修正箇所赤字表記されてないた

資料：平成29年度 土木建築部要覧

船揚場  50m

浮桟橋 1基

アギ浜
物揚場  2.5m 100m

  30m 　   1G/T

桟　橋 5基 　   1G/T

船揚場   60m

  50m 　   1G/T

 3.0m   90m

 3.0m   90m

物揚場(Ⅱ)  3.0m  50m 　   5G/T

物揚場(緑地Ⅲ)  3.0m  230m

物揚場(Ⅲ)  3.0m  60m 　   20G/T

船揚場 100m

西　原
与那原

物揚場  2.0m 170m

 2.0m 100m
熱　田

物揚場  2.5m 100m

 2.0m 100m

13.0m 119m

物揚場 320m

 5.5m 3 270m  2,000D/W

 7.5m 420m

15,000D/W

 7.5m 2 260m  5,000D/W

新　港

岸　壁 13.0m 1 260m 40,000D/W

10.0m 1 185m

船揚場  50m

浮桟橋  2.5m 1基 　  19G/T

 2.0m  50m 　  30G/T

桟　橋  1基

安座真

物揚場  2.0m  70m

　   5G/T

船揚場  50m

桟　橋  2基

仲伊保

物揚場  2.0m 100m

 3.0m  80m

船揚場  75m

 2.0m 100m
馬　天

岸　壁  4.5m 1  60m

物揚場  3.0m  90m

 50m

浮桟橋  2.0m 1基 　 30t

船揚場  60m

 2.5m 100m

津　堅

物揚場  3.0m 100m

 2.5m  80m

地区名 名称 水深 バース数 延長 対象船舶

58



59 
 

 
 
 
 

 

 

 

3.港湾利用の現況 

①港湾取扱貨物量等 

  中城湾港の港湾取扱貨物量は、平成 27年から減少した。

これは、立地する石油関連企業の取扱貨物の変化による

ものと考えられる。 

  平成 28年の港湾取扱貨物量は約 268万トンであり、 

その内訳は輸移出約 64万トン、輸移入約 204万トン 

である。 

  品目別では、鉱産品及び化学工業品がほとんどで 

あり、全体の約 9割を占めている。 

  船舶乗降人員は、平成 23 年以降から増加傾向を示し、

平成 28年実績約 24万人となっている。 

  入港船舶隻数は、ほぼ横ばいにあり、平成 28年実績は 

約 7千隻となっている。 

 

②定期旅客航路 

 中城湾港の定期航路は、津堅地区(津堅島)と平敷 

屋漁港(うるま市)を結ぶ航路、また､安座真地区(南 

城市)と徳仁港(久高島)を結ぶ航路の 2航路がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【専用】
地区名 企業名 水深 構造形式延長 対象船舶

新　港 (株)沖縄マリーナ 船揚場 10m

ドルフィン

中　城 沖縄電力(株)吉野浦火力発電所 14m ドルフィン460m  70,000D/W

小那覇
  5,000D/W

南西石油(株)

ドルフィン100m   1,000D/W
仲伊保

海洋産業(株)  6m  50m     500G/T

 39m

マルヰ産業(株)  5m

 6m  40m

15m  93m

ドルフィン

26m － 250,000D/W 一点係留ブイ

ドルフィン 65,000D/W

 35,000D/W

15m

【離島航路】

　資料：「運輸要覧」(平成27年12月)

起　終　点
船　名 業者名 就航回数

（寄港地）

久高海運(名)  3/日久高/安座真
フェリーくだか

くがに3

フェリーくがに

ニューくだかⅢ

(有)神谷観光 5/日津堅/平敷屋

29

中城湾港

港湾取扱貨物量の推移(中城湾港)

船舶乗降人員の推移(中城湾港)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

(千トン)

農水産品 林産品 鉱産品 金属機械工業品 化学工業品

軽工業品 雑工業品 特殊品 分類不能 フェリー

(人)

中城湾港

船舶乗降人員の推移(中城湾港)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

上陸人員乗込人員

(人)
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4.港湾計画 
＜港湾計画の経緯＞ 
昭和52年 8月 新   規 (第79回計画部会) 
 

昭和55年10月 軽易な変更 
                   (馬天、仲伊保、安座真、津堅地区) 

昭和56年 3月 改   訂 (第92回計画部会) 
 

昭和56年 6月 一 部 変 更 (第93回計画部会) 
                   (小那覇地区) 

昭和58年 1月 軽易な変更 
                   (仲伊保地区) 

昭和58年 7月 軽易な変更 
                   (奥武地区) 

昭和60年11月 軽易な変更 
                   (熱田地区) 

平成元年 2月 軽易な変更 
                   (新港、仲伊保地区) 

平成 2年 8月 改   訂 (第132回計画部会) 
 

平成 6年 3月 軽易な変更 
                   (西原与那原、安座真地区) 

平成 7年11月 一 部 変 更 (第156回計画部会) 
(泡瀬、新港地区) 

 
＜平成2年8月 改 訂＞ 
(港湾計画の方針) 

 ①沖縄本島を背後圏とする流通拠点として、那覇港 

   との適切な機能分担を図りつつ、新港地区におい 

   て外内貿公共ふ頭の整備を引き続き進める。 

 ②本島中南部市街地における住環境の改善を図りつ 

   つ、高度な産業空間の育成を図るため、新港地区 

   において、既存市街地からの企業の移転再配置及 

   び新規企業立地のための工業用地を確保する。 

 ③周辺住民等の海洋性レクリエーション需要の増大 

   に対処するため、西原与那原地区等においてマ 

   リ－ナを中心とした海洋性リゾート基地の形成を 

   図る。 

 ④離島フェリー及び不定期旅客船の利用に対処する 

   ため、西原与那原地区及び津堅地区においてフェ 

   リー及び旅客船ふ頭を整備する。 

 

＜平成7年11月 一部変更＞ 

(港湾計画の方針) 

 ①クルージング需要及び海洋性レクリエーション需 

   要の増大に対応するため、泡瀬地区において旅客 

   船ふ頭計画、マリーナ計画等を追加する。 

 

＜平成10年3月 一部変更＞ 

(港湾計画の方針) 

 ①レクリエーション需要の変化への対応及び背後市 

   街地の生活環境の改善に資するとともに、自然環 

   境の保全を図るため、佐敷東地区において土地造 

   成及び土地利用計画を変更する。 

 

＜平成23年3月 一部変更＞ 

（港湾計画の方針） 

①クルージング需要及び海洋性レクリエーション需要の

変化に対応するため、泡瀬地区において旅客埠頭計画、小

型船だまり計画、マリーナ計画等を変更する。 

 

 

 

平成10年 3月 一 部 変 更 (第165回計画部会) 
(佐敷東地区) 

平成12年 3月 軽易な変更 
(西原与那原地区) 

平成16年 5月 軽易な変更 
(津堅、安座真地区) 

平成16年12月 軽易な変更 
(新港、西原与那原地区) 

平成18年 3月 軽易な変更 
(中城地区) 

平成18年 8月 軽易な変更 
(馬天地区) 

平成19年 3月 軽易な変更 
(西原与那原地区：マリーナ) 

平成19年11月 軽易な変更 
(西原与那原地区：西原小船だまり) 

平成23年 3月 一部変更 
            (泡瀬地区) 

平成23年 9月 軽易な変更 
            (津堅地区、新港地区) 

平成26年11月 軽易な変更 
            (仲伊保地区、西原与那原地区) 

平成30年 2月 軽易な変更 
       (西原与那原地区) 

 

 

⑤漁船及び遊漁船の係留施設の不足を解消するとと 

  もに、港内の安全性の向上を図るため、西原与那 

  原地区、馬天地区、津堅地区及びアギ浜地区にお 

  いて小型船だまりを整備する。 

⑥港湾と背後地域との円滑な連絡を図るとともに、 

  港湾内の円滑な交通を確保するため、臨港交通施 

  設を整備する。 

⑦背後地域における住宅用地等の需要に対処するた 

  め、新港地区、西原与那原地区、佐敷東地区及び 

  知念地区において都市機能用地を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

②沖縄本島中部圏東海岸地域の活性化に資するとと 

  もに、交流・リゾート拠点として親しまれる港湾 

  空間の形成を図るため、泡瀬地区において土地造 

  成及び土地利用計画等を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②土地需要の変化に対応するため、泡瀬地区において土地

造成及び土地利用計画等を変更する。 
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＜施設計画の概要＞ 
 

590ｍ 水域施設計画  安座真航路(-2.5m) 幅員40m 

400ｍ 1ha 

1B 240ｍ  泡瀬航路(-3.5m) 幅員35～40ｍ 

4B 760ｍ 0.7ha 

6B 780ｍ  西口航路(-3.5m) 幅員40ｍ 

16ha 1ha 

2B 160ｍ マリーナ計画  クルーザーヨット等 520隻 

6ha  小型さん橋 8基 

40ｍ  船揚場 30ｍ 

1ha 7ha 

30ｍ  泊地(-3.5m) 7.4ha 

1ha  小型さん橋 6基 

1基  船揚場 10ｍ 

1B 220ｍ 2.7ha 

2ha 港湾環境整備  20ha

55ｍ 施設計画  海浜緑地等  18ha

60ｍ 600ｍ

1ha   1基

 物揚場(-3.0m) 120ｍ 900ｍ 

1ha 23ha 

1基 土地造成及び  緑地 1ha (  -  ) (  )は土地造

1.4ha 用計画  緩衝緑地 1ha (  -  ) 成を伴う土地

390ｍ  埠頭用地等 10ha (  7ha) 利用計画で内

130ｍ  工業用地等 393ha ( 14ha) 数。

100ｍ  レク施設用地 2ha (  -  )

25ｍ  交流拠点用地等 185ha (185ha)

0.7ha  ふ頭用地等 9ha (  2ha)

530ｍ  工業用地等 22ha ( 21ha)

470ｍ  工業用地 79ha (  -  )

50ｍ 142ha (  6ha)

3ha  ふ頭用地等 18ha ( 11ha)

2ha  都市機能用地等 34ha ( 34ha)

 航路(-3.0m) 幅員20ｍ  ふ頭用地等 2ha (  1ha)

340ｍ  都市機能用地等 15ha ( 15ha)

140ｍ  ふ頭用地等 2ha (  1ha)

3ha  ふ頭用地等 4ha (  3ha)

90隻  ふ頭用地等 3ha (  2ha)

470ｍ 922ha (302ha)

51隻 臨港交通施設計画  臨港道路泡瀬1号線 4車線

450ｍ等  臨港道路泡瀬2号線 4車線

1ha  臨港道路泡瀬3号線 4車線

1ha  臨港道路ﾏﾘｰﾅ2号線 2車線

45ｍ  臨港道路5号線 4車線

140ｍ  臨港道路7号線 2～4車線

310ｍ  臨港道路8号線 2車線

100ｍ  臨港道路馬天2号線 2車線

135ｍ  臨港道路馬天3号線 2車線

1基 60ｍ

3ha 1B

69隻

 物揚場(-2.5m) 520ｍ

49隻

 物揚場(-2.5m) 150ｍ

 泊地(-14m)

 人工海浜

新　港

西原与那原

 休息緑地等

 岸壁(-4.5m)

 (-14.0m)ドルフィン

50G/T級

 ふ頭用地 旅客施設用地

 泊地(-2.5m)

外郭施設計画 泡　瀬  防波堤(北) 安座真

 交流厚生用地

 交流厚生用地

泡　瀬

西原与那原

新　港 小型船対象

 泊地(-3.0m)

泡　瀬

中　城

西原与那原

泡　瀬

合　計

新　港

馬　天

物資補給等施設計画 馬　天

危険物取扱施設計画 中　城 専用

 小型桟橋

 埠頭用地

 物揚場(-2.0m)

 船揚場

 防波堤(波除)

 物揚場(-3.0m)

 防波堤(南)

フェリー及び

旅客船ふ頭計画

安座真  物揚場(-2.5m) 荷捌施設用地

 ふ頭用地 〃

 物揚場(-2.5m) 旅客施設用地

 ふ頭用地

 小型さん橋 〃

泡　瀬  岸壁(-7.5m) 15,000G/T級

 物揚場(-3.0m)

 小型さん橋

 物揚場(-3.0m)

小型船だまり計画 泡　瀬  泊地(-3.0m)

 防波堤(北)

〃 泊地(-1.5～-2.5m)

〃

 船揚場

 船揚場

 ふ頭用地

 ふ頭用地 〃

 物揚場(-3.0m)

〃

〃

 防波堤 〃

〃

 埠頭用地 〃

 物揚場(-2.5m)

〃

〃

アギ浜  漁船

 泊地(-1.5m)

 防波堤(北)

津　堅  漁船・遊漁船

 泊地(-3.0m)

 物揚場(-2.5m)

アギ浜

 物揚場(-3.0m)

馬　天  漁船・遊漁船

津　堅

安座真

 与那原船だまり：遊漁船

知　念

仲伊保

馬　天

西原与那原  防波堤 西原船だまり

佐敷東

馬　天

 都市機能用地等

 緑地 ふ頭用地

 防波堤(中)

泡　瀬

小那覇

津　堅

西原与那原

西原与那原  物揚場(-3.0m)

熱　田

 ふ頭用地 旅客施設用地

 ふ頭用地

〃

〃

馬　天  岸壁(-5.5m)　   1,000D/W級

新　港

泡　瀬

 ふ頭用地 中　城

 魚釣桟橋

 岸壁( -7.5m)   5,000D/W級

施設内容 備　　考

 海浜

 岸壁(-11.0m)  15,000D/W級

施設計画 地区名 施設内容 備　　考

公共ふ頭計画 新　港  岸壁(-12.0m)　  30,000D/W級

施設計画 地区名

別添エクセルを参考に修正してくださ

い。 

＜施設計画の概要＞

590ｍ 水域施設計画  安座真航路(-2.5m) 幅員40m 

400ｍ 1ha 

1B 240ｍ  泡瀬航路(-3.5m) 幅員35～40ｍ 

4B 760ｍ 0.7ha 

6B 780ｍ  西口航路(-3.5m) 幅員40ｍ 

16ha 1ha 

2B 160ｍ  仲伊保第一航路（-5.5m ） 幅員72ｍ 

6ha  泊地（-5.5m） 1ha 

40ｍ マリーナ計画  クルーザーヨット等 520隻 

1ha  小型さん橋 8基 

30ｍ  船揚場 30ｍ 

1ha 7ha 

1基 240ｍ 

1B 55ｍ  泊地(-3.5m) 7.4ha 

0.4ha  小型さん橋 6基 

 船揚場 10ｍ 

60ｍ 2.7ha 

1ha 港湾環境整備  20ha

 物揚場(-3.0m) 120ｍ  海浜緑地等  18ha

1ha 600ｍ

1基   1基

1.4ha 900ｍ 

100ｍ 23ha 

土地造成及び  緑地 1ha (  -  ) (  )は土地造

0.7ha  緩衝緑地 1ha (  -  ) 成を伴う土地

530ｍ  埠頭用地等 10ha (  7ha) 利用計画で内

310ｍ  工業用地等 392ha ( 329ha) 数。

470ｍ  レク施設用地 2ha (  -  )

50ｍ  交流拠点用地等 91.1ha (63.1ha)

3ha  ふ頭用地等 9ha (  2ha)

2ha  工業用地等 22ha ( 21ha)

 航路(-3.0m) 幅員20ｍ  工業用地 79ha (  -  )

340ｍ 142ha (  6ha)

140ｍ  ふ頭用地等 18ha ( 11ha)

3ha  都市機能用地等 34ha ( 34ha)

90隻  ふ頭用地等 1ha (  1ha)

470ｍ  都市機能用地等 15ha ( 15ha)

51隻  ふ頭用地等 2ha (  1ha)

450ｍ等  ふ頭用地等 4ha (  3ha)

1ha  ふ頭用地等 3ha (  2ha)

1ha 922ha (302ha)

45ｍ 臨港交通施設計画  臨港道路泡瀬1号線 4車線

140ｍ

310ｍ

100ｍ  臨港道路ﾏﾘｰﾅ2号線 2車線

135ｍ  臨港道路5号線 4車線

1基  臨港道路7号線 2車線

3ha  臨港道路8号線 2車線

69隻  臨港道路馬天2号線 2車線

800ｍ  臨港道路馬天3号線 2車線

 物揚場(-2.5m) 250ｍ 60ｍ

49隻 1B

 物揚場(-2.5m) 150ｍ 1B

泊地(-2.0m) 1ha 590m

船揚場 90m 400m

防波堤 272m

埠頭用地 2ha

新　港

西原与那原

 休息緑地等

合　計

〃

〃

仲伊保

佐敷東

50G/T級

 ふ頭用地 旅客施設用地

 泊地(-2.5m)

外郭施設計画 泡　瀬

 泊地(-14m)

 防波堤(北) 安座真

 交流厚生用地

 人工海浜

 交流厚生用地

泡　瀬

新　港 小型船対象

 泊地(-3.0m)

泡　瀬

中　城

西原与那原

泡　瀬

新　港

馬　天

物資補給等施設計画 馬　天

中　城 専用

 岸壁(-4.5m)

 (-14.0m)ドルフィン

 防波堤（北）

 防波堤（南）

 埠頭用地

外郭施設計画 泡　瀬

危険物取扱施設計画

 物揚場(-2.0m)

 船揚場

 小型桟橋

フェリー及び

旅客船ふ頭計画

安座真  物揚場(-2.5m) 荷捌施設用地

馬　天

 ふ頭用地 〃

 物揚場(-2.5m) 旅客施設用地

 ふ頭用地

 小型さん橋 〃

泡　瀬  岸壁(-3.0m) 30G/T級

 小型さん橋

 物揚場(-3.0m)

泡　瀬  泊地(-3.0m)

 船揚場

 ふ頭用地

安座真

知　念

 防波堤(波除)

 防波堤(北)

 物揚場(-3.0m)

津　堅  漁船・遊漁船

 泊地(-3.0m)

 泊地(-1.5m)

アギ浜

 物揚場(-3.0m)

馬　天  漁船・遊漁船

津　堅 物揚場(-2.5m)

 緑地

泡　瀬

小那覇

馬　天

〃

西原与那原

西原船だまり 防波堤西原与那原

 都市機能用地等

 物揚場(-3.0m)

〃

〃 泊地(-1.5～-2.5m)

熱　田

 ふ頭用地 旅客施設用地

津　堅

〃

 ふ頭用地

〃

西原与那原  物揚場(-3.0m)

中　城

 岸壁(-5.5m)　   1,000D/W級

新　港

泡　瀬

馬　天

 岸壁( -7.5m)   5,000D/W級

 ふ頭用地

地区名 施設内容 備　　考

 岸壁(-11.0m)  15,000D/W級

 防波堤(南)

備　　考

 海浜

 魚釣桟橋

公共ふ頭計画 新　港  岸壁(-12.0m)　  30,000D/W級

施設計画

 与那原船だまり：遊漁船

〃 防波堤

施設計画 地区名 施設内容

 ふ頭用地 〃

 漁船アギ浜

 物揚場(-2.5m)

〃 埠頭用地

 防波堤

仲伊保

西原与那原

 防波堤（波除）

 ふ頭用地

〃

〃

小型船だまり計画

施設計画

仲伊保

仲伊保 （-5.5m）ドルフィン危険物取扱計画

土地利用計画

 防波堤（波除） 〃
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新 港 地 区 

平成 28 年 10 月 

昭和 56 年度 

泡 瀬 地 区 

平成 3年度 

平成 28 年 10 月 
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熱 田 地 区 

平成 15 年 6 月 

平成 3年度 

西原与那原地区 

平成 3年度 

平成 28 年 10 月 

64



65 

 

	

	

	

			

	
馬 天 地 区 

平成 28 年 10 月 

 昭和 47 年 11 月 

佐 敷 東 地 区 

平成 3年度 

平成 15 年 6 月 
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仲 伊 保 地 区 

平成 15 年 6 月 

 昭和 56 年 3 月 

知 念 地 区 

平成 3年度 

平成 15 年 6 月 
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安 座 真 地 区 

平成 28 年 10 月 

 	 平成 3年度 

津 堅 地 区 

昭和 56 年 4 月 

平成 19 年 2 月 
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ア ギ 浜 地 区 

平成 15 年 6 月 

 	 平成 3年度 

■安座真地区 浮桟橋 

■津堅地区 浮桟橋 
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新 港 地 区 開 発 計 画 

新港地区は、流通機能及び生産機能を合わせ持った流通加工港湾として整備が進められており、

第一期計画は昭和 59 年 1 月より西ふ頭 180ha の用地と港湾施設の整備が進められ､平成 4 年度には
全体がほぼ概成した。 
 第二期計画は、東ふ頭の 2次埋立事業及び 3次埋立事業からなり、2次埋立事業 147haが平成 4年
9月より、3次埋立事業 66haが平成 7年 5月よりそれぞれ着工され、現在完成に向け整備が進められ
ている。 
 現在、水深 5.5m岸壁 3バース、水深 7.5m岸壁 2バース、水深 10.0m岸壁 1バース、水深 13.0m
岸壁 1バースが完成し、また、工業用地、住宅用地等の土地造成も約 326haの埋立が竣工している。 
 また、平成 11 年 3 月に指定された、特別自由貿易地域では、立地企業が税制上の優遇措置を受け
られることから、様々な企業が立地する加工貿易港としての一面も持ち合わせている。 
 総合静脈物流拠点としても平成 15年 4月に国土交通省からリサイクルポートの指定を受けており、
離島の多い本県では、宮古島や石垣島などの離島からリサイクル施設のある沖縄本島までの海上輸送

が不可決であることから、港湾背後にリサイクル施設が集積している新港地区は県内外との静脈物流

拠点としての役割も担っている。 

	岸壁(-13m) 1バース 260m

	岸壁(-10m) 1バース 185m 	岸壁(-11m) 1バース 190m

	-4.0m物揚場 770m

	岸壁(-7.5m) 2バース 260m

	岸壁(-5.5m) 3バース 270m

	臨港道路、緑地

	港湾関連用地 21.6ha 	港湾関連用地 24.1ha

	工業用地 76.8ha 	工業用地 62.1ha

	都市機能用地 35.6ha 	都市機能用地 21.9ha

主　　要　　施　　設

国、直轄事業

	7.9ha

39.6ha
県、起債事業

	港湾関連用地

	工業用地

県、補助事業 	臨港道路、緑地
	岸壁(-7.5m)

	臨港道路、緑地

6バース 780m

区分

240m

570m

1　次　埋　立 2　次　埋　立 3　次　埋　立

	岸壁(-12m)

	岸壁(-11m)

1バース

3バース
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ふ 頭 用 地 5 旅客船ふ頭(-7.5)1B、小型船だまり

交 流 拠 点 用 地 80 文化交流施設、宿泊施設、商業施設等

都 市 機 能 用 地 26 住宅用地

交 通 機 能 用 地 16 臨港道路

緑 地 31 海浜緑地、野鳥園、外周緑地、中央緑地

レクリエーション施設用地 26 マリーナ、コテージ、スポーツレクリエーション施設等

合 計 184

用　　途 面 積 主　要　施　設

	

	

	

				

	

泡瀬地区開発計画 

泡瀬地区開発計画は、沖縄市を中心とする中部圏 
東海岸地域の活性化を図るため、国・県・沖縄市が 
協力して取り組んでいる事業である。市民、県民、 
観光リゾート客及び在住外国人の交流を核とした日 
常的で多様な海に開かれた国際交流リゾート拠点、 
海洋性レクリエーション活動拠点、情報産業の立地 
や21世紀を担う人材の育成、教育、研究、生涯学習 
の場等の形成を目的としている。 
 平成14年12月 国、埋立工事着手 
 平成18年 1月 県、人工海浜整備工事着手 

■土地利用計画及び主要施設 

泡瀬地区整備イメージ図 土地利用計画図 

中城湾港マリンタウンプロジェクト 

（西原与那原地区） 

西原与那原地区は、中城湾港の南西側に位置し、古くは東海岸の海上交通や陸上交通の結節点であり、

拠点都市として栄えた地域にある。しかし、近年の交通体系の変化などによりその拠点性が失われ、地

域の活力を取り戻すことが期待されている。 
 本事業は、西原与那原地区を活性化するため、海辺のアメニティー豊かなまちづくりを推進するもの
である。 
 
■事業主体：沖縄県 
■事業期間：平成5年度～平成23年度(予定) 
■総事業費：634億円 
■埋立面積：142ha 

－経緯－ 
昭和61年１月 国、県、３町共同でマリンタウンプロ 
       ジェクト構想調査を進めることを確認 
       し、プレス発表する。 
平成元年６月 マリンタウンプロジェクトを推進する 
       ため住民大会が開催される。 
平成２年６月 沖縄県地方港湾審議会において計画が 
       承認される。 
平成８年１月 西原与那原地区の公有水面埋立の認可 
       及び免許交付。 
    ４月 西原与那原地区の埋立工事着手。 
平成14年７月 西原浄化センター通水式。 
平成17年８月 臨港道路及び県道糸満与那原線一部供 
       用開始。 
平成18年４月 国道 329号（与那原バイパス）一部共 
       用開始。 
平成19年４月 西原マリンパーク開園。 
平成27年５月	 大型MICE施設建設地に決定 
 
 

西原与那原地区完成予想図 

港湾計画の概要
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中城湾港全体におけるトカゲハゼ保全計画 

トカゲハゼは、国内では中城湾沿岸及び大浦湾沿岸にのみ生

息しており、その分布は世界でも北限に位置している。 
 この保全を図るため、沖縄県は平成7年9月に「中城湾全体に
おけるトカゲハゼ保全計画」、平成10年９月に「中城湾全体に
おけるトカゲハゼ保全に係る監視調査計画」を策定した。 
 現在、中城湾全体におけるトカゲハゼの保全に資するため、
監視調査計画に基づき、港湾等の建設工事中及び埋立地利用時

を通じて生息状況の監視等を行っているところである。 泥質性干潟で活動するトカゲハゼのペア 
(左が雌、右が雄) 

中城湾港新港地区におけるで泥質による 
人工干潟造成地の状況 
 (トカゲハゼの新たな生息地の創出) 

トカゲハゼ保全の基本施策 
 (1)トカゲハゼの生活史を考慮した現在の生息域の保全 
  ①成魚生息地における生息環境条件の保全 
 ②成魚生息地と沖合海域との自然な連続性の確保 
 ③浮遊中期仔魚の分布域の保全及び繁殖期における撹乱の防止 
 ④各種工事等におけるトカゲハゼ生息圏への配慮 
 (2)新たなトカゲハゼ生息地の創造 
 ①人工干潟の造成 
 (3)人工増殖技術の確立 
 ①生活史全体を通した完成飼育技術の確立 
 ②着底幼稚魚の中間育成 
 ③飼育個体の放流実験 

中城湾港港湾環境保全計画 

・中城湾港港湾環境保全計画とは、中城湾港の持続可能な発展、利用及び自然環境の 
 保全を図るため、沖縄県が平成19年3月に策定した計画である。 
・沖縄県及び沿岸７市町村の関係行政機関が横断的連携により、今後10年間にわたっ 
 て取り組む60項目の行動計画（アクションプラン）を定めている。 
・中城湾港沿岸７市町村では、今後の人口の増加に伴い、環境負荷の増加が見込まれ 
 ている。また、環境負荷は、日常生活、産業活動、開発行為、違法行為等の様々な 
 形で中城湾港に影響を与えることから、中城湾港及び背後陸域に関わる全ての人々 
 が連携し、環境負荷削減に努力することが必要である。 

■ 計画の内容及び推進 
 水環境、生物の生育・生息環境、 
良好な触れ合い環境の観点から定め 
た60項目のアクションプランを適宜 
拡充・見直しを行いながら、目標達 
成に向けて努力する。 
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